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2023 年 7 月 27 日 

各 位 

会 社 名  ログリー株式会社 

代表者名  代表取締役社長 吉永 浩和 

（コード番号：6579 東証グロース） 

問合せ先  取締役ＣＦＯ 岸本 雅久 

（TEL．03－6277－5617） 

（URL．https://corp.logly.co.jp/） 

 

資本業務提携契約の締結、第三者割当による自己株式の処分、 

主要株主の異動に関するお知らせ 

 

ログリー株式会社（以下、ログリー）は、本日開催の取締役会において、株式会社マイクロアド（東証グロー

ス、証券コード 9553、以下「マイクロアド」）との間で、本日付で資本業務提携契約（以下、「本資本業務提携契

約」）を締結し、同社を処分予定先とする第三者割当による自己株式の処分（以下（「本第三者割当」という。）

を行う事について決議しましたので、お知らせいたします。また本第三者割当による自己株式処分に伴い、当社

の主要株主の異動が見込まれますので、併せてお知らせいたします。 

 

Ⅰ.本資本業務提携 

１． 本資本業務提携の目的及び理由 

マイクロアドは、インターネット広告市場において、データプラットフォームサービスと、媒体社（以下

メディア）と海外向けに広告運用のコンサルティングサービスを提供する、データプラットフォーム事業を

展開しております。様々な業界・業種に特化した多様なデータを保有し、それらを活用し、企業のマーケテ

ィング活動を支援することに強みを持ち、インターネット広告市場の拡大に貢献してまいりました。 

一方、ログリーはネイティブ広告プラットフォーム「LOGLY lift」を軸に、広告主（代理店を含む）の広

告効果最大化やメディアの満足度向上に強みを持ち、インターネット広告市場の拡大に貢献してまいりま

した。 

また、両社は台湾において、マイクロアドの子会社である MicroAd Taiwan, Ltd との間で 2022 年 3 月に

合弁企業を設立し、ログリーが LOGLY lift を OEM 提供することで、共同してアジア向け事業を推進してま

いりました。 

このたびの資本業務提携は、両社が今まで培ってきたプラットフォーム型のソリューション提供の実績

と両社がそれぞれ強みとするコアバリューを融合させる事で、顧客に対して広告効果の最大化と満足度向

上を促進し、両社の企業価値の更なる向上を目的としております。 

 

２． 本資本業務提携の内容 

(1) 業務提携の内容 

下記業務提携を 2023 年 7 月 27 日より開始いたします。 



2 
 

① LOGLY lift 関連ビジネスにおける案件創出、営業力強化 

② データプラットフォーム関連ビジネスにおける事業開発、サービス展開 

③ マイクロアドの子会社（MicroAd Taiwan, Ltd.）との合弁会社（奇碁數位股份有限公司 (Tiki Digital, 

Ltd.)）における広告サービス事業拡大 

 

(2)資本提携の内容 

両社は本契約を積極的に推進するために、マイクロアドがログリーの発行済み株式総数に対して 10%程度

取得するために、自己株式の処分の割当分の他に、ログリーの取締役 CFO の岸本 雅久の所有するログリー

普通株式 234,940 株（発行株式総数に対する所有割合 6.2％）,取得日 2023 年 8 月 16 日で取得します（ロ

グリーの株式売り出しに該当します）。 

2023 年７月 27 日付で、当社の取締役 CFO である岸本雅久（以下、「岸本氏」といいます。）は株式会社マ

イクロアドとの間で、岸本氏の保有する当社普通株式の一部である 234,940 株を、株式会社マイクロアドへ

市場外の相対取引により譲渡する旨の契約を締結することから、以下のとおり当社株式の売出し（以下、「本

売出し」といいます。）を行ないます。 

なお、本売出しが実行された場合、株式会社マイクロアドが保有することとなる当社株式の数は、本第三

者割当により取得する 145,360 株と合計して 380,300 株（議決権数 3,803 個）となり、当社の発行済株式総

数 3,803,000 株の 10.00％（議決権比率 10.01％）にあたり、当社の主要株主に該当する見込みであります。 

本売出しの概要 

① 売出株式の種類及び数 当社普通株式 234,940 株 

② 売出価格 １株につき 733 円 

③ 売出価格の総額 172,211,020 円 

④ 売出株式の所有者及び売出株

式数 

岸本 雅久 234,940 株 

⑤ 売出方法 株式会社マイクロアドに対する当社普通株式の

譲渡 

⑥ 申込期間 2023 年 8 月 16 日 

⑦ 受渡期日 2023 年 8 月 16 日 （予定） 

⑧ 申込証拠金 当該事項はありません。 

⑨ その他 上記各項については、金融商品取引法に基づく有

価証券通知書を提出しております。 

（注）売出価格については、本第三者割当の発行価格と同額になり、当事者間の協議において決定さ

れております。 

 

３． 業務提携の相手先の概要 

後記「Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分」の「６．処分予定先の選定理由等」の「（１）処分予定先

の概要」をご参照ください。 

 

４． 日程 

（１） 取締役会決議        2023 年 7 月 27 日  

（２） 本資本業務提携契約の締結日 2023 年 7 月 27 日 

（３） 本第三者割当の払込期日   2023 年 8 月 16 日 
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５． 今後の見通し 

後記「Ⅱ．第三者割当による自己株式処分 ８．今後の見通し」をご参照ください。 

 

Ⅱ.第三者割当による自己株式処分 

１． 処分の概要 

処 分 期 日 2023 年 8 月 16 日 

処 分 株 式 数 145,360 株 

処 分 価 額 1 株につき 733 円とする 

調 達 資 金 の 額 106,548,880 円 

募集又は処分方法（処分予

定 表 ） 

第三者割当の方法により、全株式をマイクロアドに割り当てる。 

そ の 他 上記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件とする。 

 

 

２． 処分の目的及び理由 

業務提携の合意を背景に、両者が中長期に渡って戦略的な提携を進めるためには、さらなる資本関係の強

化が必要との判断に至り、両社は、当社がマイクロアドに対して本第三者割当を行う事に合意し、本日を提

携開始日として、業務提携を含む資本業務提携契約を新たに締結しました。 

 

３． 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

(1) 調達する資金の額 

払 込 金 額 の 総 額 106,548,880 円 

諸 費 用 の 概 算 額 500,000 円 

差 引 手 取 り 概 算 額 106,048,880 円 

(注)発行諸費用の概算額の内訳は、有価証券届出書作成等となります。 

 

(2) 調達する資金の具体的な用途 

短期借入金（サーバー費等の運転資金用途）返済（2023 年 9 月末予定）のための資金に一括して充当す

る予定です。それにより支出不要となった利息に該当する資金は、事業拡大のために使用いたします。なお、

支出実行までの資金管理は、当社預金口座にて管理を行います。 

 

４． 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

本第三者割当により調達する資金を、上記「3. 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 (2) 調達する

資金の具体的な使途」に記載の使途に充当することは、当社の企業価値の向上に繋がるものと考えており、

本第三者割当により調達する資金の使途については合理性があるものと判断しています。 

 

５． 処分条件等の合理性 
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(1) 払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

払込金額については、処分予定先との協議の結果、733 円といたしました。当該金額は、近時の当社株式

の動向、本自己株式取得方針に伴う市場の需給状況その他の諸般の事情を踏まえ、短期的な上下変動を平均

化する期間を設けるため、取締役会決議の前営業日(2023 年７月 26 日)から過去 90 日間の株式会社東京証

券取引所における当社株式の終値の平均値を参考に、処分予定先との協議の結果、決定しております。 

 かかる払込金額は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠しており、本第

三者割当に係る取締役会決議日の直前営業日である 2023 年 7 月 26 日の株式会社東京証券取引所 (以下「東

京証券取引所」という。) における当社普通株式の終値である 706 円に対して 3.8% (小数点以下第二位を

四捨五入。本項において以下同じです。) のプレミアム、直前営業日までの過去 1 ヶ月間の終値単純平均値

687 円 (円未満切捨。本項において以下同じです。) に対して 6.7%のプレミアム、直前営業日までの過去 6

ヶ月間の終値単純平均値 811 円に対して 9.6%のディスカウントとなっており、いずれの期間においても、

処分予定先にとって、特に有利なものではないと判断いたしました。 

上記理由により、当該処分価額は特に有利な処分価額には該当しないと判断いたしました。なお、上記処

分価額につきましては、取締役会に出席した監査等委員会からも、上記算定根拠による処分価額の決定は適

正・妥当であり、かつ日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠したものであり、

特に有利な処分価額に該当せず、適法である旨の意見を得ております。 

 

(2) 処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

今回の処分数量 145,360 株は、当社発行済株式総数（3,803,000 株）に対し 3.82％（2023 年 3 月 31 日時

点の総議決権数 36,549 個に対する割合は 3.98％）であるため、株式の希薄化及び流通市場への影響は軽微

であると考えております。また、割当先との関係強化を図ることとなり、当社の企業価値向上に資するもの

と考えております。従いまして、処分数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると判断しております。  

 

６． 処分予定先の選定理由等 

(1) 処分予定先の概要               

名 称 株式会社マイクロアド 

所 在 地 東京都渋谷区桜丘町 20-1 

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 渡辺 健太郎 

事 業 内 容 データプラットフォーム事業 

資 本 金 9 億 1,645 万円 

設 立 年 月 日 2007 年 7 月 

発 行 済 株 式 総 数 8,921,000 株 

決 算 期 9 月期 

従 業 員 数 （連結）302 名 

主 要 取 引 先 

株式会社 CARTA HOLDINGS、グループエム・ジャパン株式会社、株式会社

サイバーエージェント、デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム

株式会社、ヤフー株式会社 

主 要 銀 行 りそな銀行 みずほ銀行 

大株主及び持分比率(%) 
株式会社サイバーエージェント 49.91 

ソフトバンク株式会社 9.13 
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株式会社 SWAY 6.38 

SCSK 株式会社 4.60 

楽天証券株式会社 1.24 

株式会社 SBI 証券 1.06 

渡辺健太郎 0.94 

マイクロアド従業員持株会 0.71 

日本証券金融株式会社 0.66 

MSIP CLIENT SECURITIES（常任代理人 モ

ルガン・スタンレーMUFG 証券株式会社） 

 

0.63 

当事会社間の関係 

資本

関係 

ログリーが保有しているマイクロ

アドの株式の数 
該当事項はありません。 

マイクロアドが保有しているログ

リーの株式の数 
該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 両当事会社の間には、営業

上の取引関係があります。

また、マイクロアドの連結

子会社であります MicroAd 

Taiwan, LTD.との間に合弁

会社（Tiki Digital, Ltd.）

を設立しており、ログリー

が株式を 14.9％保有してお

ります。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態（単位：千円、日本基準） 

決 算 期 2020 年 9 月期 2021 年 9 月期 2022 年 9 月期 

連 結 純 資 産 873,256 1,472,679 2,872,788 

連 結 総 資 産 3,733,496 4,229,232 5,925,496 

1 株当たり連結純資産（円） 67.07 112.93 260.38 

連 結 売 上 高 10,917,603 11,671,312 12,227,257 

連 結 営 業 利 益 254,234 186,258 626,954 

連 結 経 常 利 益 258,182 153,562 592,538 

親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する当期純

損失（△） 

 

43,468 

 

△38,864 

 

496,414 

1 株当たり連結当期純利益又は 1

株当たり当期純損失（△）（円） 
5.30 △4.73 58.95 

1 株 当 た り 配 当 金 ( 円 ) 0.00 0.00 0.00 

（注）処分予定先であるマイクロアドは東京証券取引所市場に上場しており、同社が同取引所に提出したコーポ
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レート・ガバナンス報告書（最終更新日 2022 年 12 月 26 日）に記載している「Ⅳ内部統制システム等に

関する事項２． 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況」において、反社会的勢力

に対する体制として、利益供与を行わない事及び不当な要求に対して毅然とした態度で対応することとと

もに、外部の専門機関や警察と連携し、反社会的勢力に関する情報の収集を行い、社内への注意喚起を図

る旨を表明しており、同社グループ及びその役員、従業員、主要株主が反社会的勢力とは一切関係がない

ものと判断しております。 

 

(2) 処分予定先を選定した理由 

「２．処分の目的及び理由」をご参照ください。 

 

(3) 処分予定先の保有方針 

当社は、処分予定先であるマイクロアドが、本自己株式処分により取得する当社株式を中長期的に保有す

る意向であることを口頭で確認しております。 

なお、当社は、処分予定先であるマイクロアドから、払込期日から２年以内に本自己株式処分により割当

する当社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式

数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由等の内容を当社に対し書面により報告すること、当社が当該報告内容を

東京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつき、

確約書を取得する予定であります。 

 

(4) 処分予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、割当予定先であるマイクロアドの払込みに要する財産の存在について、割当予定先であるマイク

ロアドが 2023 年 5 月 15 日に関東財務局長宛に提出している四半期報告書事業年度第 17 期第 2 四半期（自 

2023 年 1 月 1 日 至 2023 年 3 月 31 日）に記載の四半期連結貸借対照表により、マイクロアドにおいて本

自己株式処分の払込みに必要かつ十分な現預金を保有していることを確認しております。 

 

７． 処分後の大株主及び議決権比率 

処分前(2023 年 3 月 31 日現在) 処分後 

吉永 浩和 24.99% 吉永 浩和 24.03% 

岸本 雅久 13.31% 株式会社マイクロアド 10.01% 

株式会社 SBI 証券 2.77% 岸本 雅久 6.62% 

楽天証券株式会社 2.41% 株式会社 SBI 証券 2.67% 

ML INTL EQUITY DE RIVATIVES（常任代理

人 Bofa 証券株式会社） 

 

1.12% 

楽天証券株式会社 2.32% 

JP モルガン証券株式会社 0.92% ML INTL EQUITY DE RIVATIVES（常任代理人 

Bofa 証券株式会社） 

1.07% 

吉永 秀雄 0.82% JP モルガン証券株式会社 0.88% 

岩井コスモ証券株式会社 0.72% 吉永 秀雄 0.79% 

日本証券金融株式会社 0.67% 岩井コスモ証券株式会社 0.69% 

マネックス証券株式会社 0.61% 日本証券金融株式会社 0.64% 

（注）１．議決権比率は、総議決権数に対する所有議決権数の割合（小数点以下第３位を四捨五入）を記載して

おります。 



7 
 

２.処分後の大株主及び議決権比率については、2023 年 3 月 31 日現在の株主名簿を基準として本自己株

式の処分 による増減株式数を考慮したものであります。 

３.処分後の大株主及び議決権比率については、2023 年 8 月 16 日に売り出すログリーの取締役 CFO の岸

本 雅久の所有するログリー普通株式 234,940 株を考慮しております。 

 

８． 今後の見通し 

当期業績予想への影響は軽微であると考えますが、処分予定先との関係がより一層強化されることによ

り、中長期的な競争力の強化、事業の発展につながるものと期待しております。 

 

９． 企業行動規範上の手続きに関する事項 

本件第三者割当は、① 希釈化率が 25％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないことか

ら、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第 432 条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意

思確認手続きは要しません。 

 

１０． 最近 3 年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

(1) 最近 3 年間の業績（単位：千円） 

 2021 年 3 月期 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 

連 結 売 上 高 3,961,168 2,681,941 2,690,664 

連 結 営 業 利 益 174,647 25,239 130,693 

連 結 経 常 利 益 205,452 23,239 131,384 

親会社株主に帰属する当期純利益又は

親会社株主に帰属する当期純損失（△） 
△25,945 △677,560 126,431 

１株当たり当期純利益又は１株当たり

当 期 純 損 失 （ △ ）（ 円 ） 
△7.09 △184.33 34.57 

1 株 当 た り 配 当 金 0.00 0.00 0.00 

1 株 当 た り 連 結 純 資 産 （ 円 ） 327.24 130.79 165.45 

 

(2) 現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況(2023 年 3 月 31 日現在) 

 株式数 発行済み株式数に対する比率 

発 行 済 み 株 式 数 3,803,000 株 100% 

現時点の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
306,600 株 8.06％ 

下限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－株 —％ 

上限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－株 －％ 
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(3) 最近の株価の状況 

① 最近 3 年間の状況 

 2021 年 3 月期 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 

始  値 644 円 1,883 円 888 円 

高  値 5,900 円 1,950 円 1,525 円 

安  値 607 円 386 円 486 円 

終  値 1,865 円 887 円 890 円 

 

② 最近 6 か月間の状況 

 
2023 年 

2 月 

 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

 

7 月 

始  値 792 円 910 円 893 円 931 円 675 円 688 円 

高  値 940 円 963 円 1,231 円 962 円 763 円 721 円 

安  値 754 円 810 円 817 円 634 円 655 円 646 円 

終  値 918 円 890 円 926 円 680 円 688 円 706 円 

（注）2023 年 7 月については、2023 年 7 月 26 日までの状況を示しています。 

 

③ 処分決議日前営業日における株価 

 2023 年 7 月 26 日 

始  値 698 円 

高  値 706 円 

安  値 685 円 

終  値 706 円 

 

(4) 最近 3 年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 

 

１１． 処分要綱 

処 分 株 式 数 普通株式数 145,360 株 

処 分 価 額 １株につき 733 円 

処 分 価 額 の 総 額 106,548,880 円 

処 分 方 法 第三者割当による処分 

処 分 期 日 2023 年 8 月 16 日 

処 分 予 定 先 株式会社マイクロアド 

処 分 後 の 自 己 株 式 数 0 株 
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Ⅲ.主要株主の異動について 

１．異動予定年月日 

2023 年 8 月 16 日 

 

２．異動が生じる経緯 

本第三者割当による自己株式の処分に伴い、現在主要株主であるログリーの取締役 CFO 岸本雅久はログ

リーの主要株主に該当しなくなることが見込まれ、また、下記４．のとおり、マイクロアドは、本第三者割

当による自己株式の処分に伴う当社株式の取得により、当社の議決権の 10.01％を保有することとなり、新

たに当社の主要株主に該当することが見込まれます。 

 

３．異動する株主の概要 

(1) 主要株主に該当しなくなる株主の概要 

名称 岸本 雅久 

所在地 東京都東久留米市 

当社との関係 取締役 CFO 

 

(2) 新たに主要株主に該当することとなる株主の概要 

前記「Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分」の「６．処分予定先の選定理由等」の「（１）処分予定

先の概要」をご参照ください。 

 

４．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する割

合 

(1) 岸本 雅久 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) マイクロアド 

 

 

 

 

 

 

 

 議決権の数 

所有株式数 

総株主の議決権の数に対す

る割合 
大株主順位 

異動前 
4,866 個

(486,600 株)
13.31% 2 位

異動後 
2,516 個

(251,660 株)
6.62% 3 位

 議決権の数 

所有株式数 

総株主の議決権の数に対す

る割合 
大株主順位 

異動前 
0 個

(0 株)
－% －位

異動後 
3,803 個

(380,300 株)
10.01% 2 位
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（注）１．異動前における発行済株式総数及び議決権の数は、ログリー自己株式 145,360 株を 2023 年

3月 31日現在のログリー発行済株式総数から控除した3,657,640株及び議決権数36,549個

であり、異動後における発行済株式総数及び議決権の数は、当該異動前の発行済株式総数及

び議決権の数に、本第三者割当による自己株式の処分による発行株式数 145,360 株及び議

決権の数 1,453 個を加えた数として、発行済株式総数 3,803,000 株及び議決権の数 38,002

個であります。 

２．総株主の議決権の数に対する割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

３．大株主順位は 2023 年 3 月 31 日現在の株主名簿を基準に、当社において推定したものを記

載しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    以上 

 


